
　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）第２１条の規定に基づき、女性の

職業選択に資する情報を公表します。

令和２年度　採用した職員に占める女性職員数 単位：人

職種 一般行政 建築技術職 保育士 消防士 幼稚園教諭 計

女性 5 0 0 0 4 9

男性 8 1 1 4 1 15

計 13 1 1 4 5 24

令和２年度　採用試験の受験者に占める女性受験者数 単位：人

職種 一般行政 土木技術職 建築技術職 社会福祉士 保健師 消防士 幼稚園教諭 計

女性 57 3 0 3 7 2 15 87

男性 87 5 2 2 1 8 3 108

計 144 8 2 5 8 10 18 195

令和２年度　平均した継続勤務年数の男女の差異

単位：年

女性 13.8

男性 15.9

令和２年度　管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（４月１日現在）

管理職数 女性管理職数 登用率

164人 47人 28.7%

令和２年度　各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（４月１日現在）

職員数 女性職員 登用率

部長・副部長級 18人 1人 5.6%

課長相当職 52人 12人 23.1%

副課長級 94人 34人 36.2%

係長級 180人 67人 37.2%

女性の職業選択に資する情報の公表について（令和２年度）

令和３年７月公表

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号）（抄）
（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）
第２１条　特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資す
るよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなけれ
ばならない。
　⑴　その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績
　⑵　その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績


